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(論文内容の要旨)

本論文はインターネット産業における戦略を扱っている oインターネ

ットを背 景とした産業は非常に変化が激しいとされ、高速動態市場にお

ける戦略という枠組みでの分析がなされている(第一章)。

分析枠組みとして、これまでの戦略論をポジショニング理論、資源依

存モデノレ (RBV)、ダイナミック ケ イ パ ピ リ テ ィ の 三 つ の 潮 流 を 区 分 し 、

それを比 較 検 討 し て 高 速 動 態 市場においてはダイナミックケイパピリ

ティを用いることが適切であると判定している(第二章)。

その上 で、インターネット産業の特性を解析し、事例として取り上げ

るヤフーコリアとヤフージャパンの置かれた環境を分析していく o 日韓

のインタ ーネット状況を対比しつつ、産業のインフラストラクチャーと

して の 環 境を比較している o そして、インターネット上のポータノレサイ

ト と し てのヤフーがどのような条件に置かれているかについて、日本と

韓国でのそれぞれの状況を対比している(第三章)。

ヤ フ ー ジャパンとヤフーコリアの経営が大きく異なるのは、ヤフージ

ャパンが親会社からかなり大きな自由度を得ており、独自のサーピスを

開発する ことが可能であったのに対して、ヤフーコリアは独自性を追求

することが困難であったという点である D これは、ヤブージャパンのも

う一つの親会社であるソフトパンクがヤフ一本社と力関係においてか

な り の 力を持っていたことによ る 。 ソ フ ト パ ン ク グ ル ー プ は ヤ フ ー ジ ャ

パンの株式の 60%を保有しており、また、ヤフ一本社の株式の 37.3%を

も保有している o その意味では、ソフトパンクはヤフーの親会社であり

、その結 果としてヤフージャパン は 独 自 の 行 動 を 取 る こ と が で き た o も

っとも大 きなサーピスとしては、 Yahoo!オークションの開発である o こ

れによっ て、ポータルサイトとして広告収入を得るというビジネスモデ

ルから、 より多様な収入源を確保することが可能となった D 他方で、ヤ

フーコリアは、米本社への依存から脱却することができず、自社独自の

開発能力が不足することになっ た。その結果、インターネットが整備さ

れた当初は、韓国においてトップシェアを持っていたが、次第にシェア

を落とし 、現在では三位以下にまで落ち込んでいる(第四章)。

受
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ヤフ ージャパンでは、明確に業績の向上が見られるが、その過程にお

い て 、 ヤフージャパンはサーピスを多様化し、それに伴って戦略的提携

が増大していることが確認される o このような戦略の変更を行うことが

できる能 力をダイナミックケイパピリティとしてとらえ、このような能

力をもた ら す 要 因 を 分 析 す る o 取り上げられているのは、ヤフージャパ

ンの社員に対する目標管理制度の運用や、人事評価制度である o 他 社 と

比較した場合に、ヤフージャパ ン の 制 度 導 入 と 運 用 に 特 徴 が あ る こ と が

示されている(第五章)

次いで、ヤフーコリアにおける顧客参加型のサーピス開発・改善策の

導入について事例の紹介・分析が行われている o ヤブーコリアでは、オ

ピニオン リーダーと時ぶイン ターネット使用者によるそニタリングを

導入し、レポート作成を依頼す る こ と で 、 直 接 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 者 の

動向を測ろうとした o しかし、次第にレポート提出率が低下し、この制

度は成功とは言い難いことを明らかにした(第六章)。

さらに、 今 後 の イ ン タ ー ネット産業の展望を考える上で、導入が進み

つつあるインターネットテレピ放送 (CATV)を事例として取り上げてい

る。 実際には、韓国と比較すると日本での導入は進んでおらず、今後の

事例として扱うための予備的 考察であるが、市場がさらに大きく変容す

る条件を明らかにし、それが、放送と通信の両者の性格を持つために、

それを規制する法的整備が十 分になされていない状況を説明し、非常に

大きな市場が広がる状況に対する戦略枠組みについての考察が行われ

る(第七章)。

最後にまとめと結論が提示される。そこでは、ヤフーコリアの問題が

資源依存で説明可能であり、ヤ フ ー ジ ャ パ ン の 成 長 が ダ イ ナ ミ ッ ク ケ イ

ノξ ピリティ に よ っ て 説 明 で きる枠組みが提示され、このこつの理論の統

合の可能性が示唆されている o
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(論文審査結果の要旨)

本論文は最 先端 の経 営戦 略論を用いて、最先端のピジネス領域である

インターネット産業の分析を試みるという野心的なものである oただし

、この領域については多くの大学院生が学位論文のテーマとして取り上

げている o しかしながら、綿密に概念整備を行い、時間をかけた開き取

り 調 査 をおこない、他に知られ て い な い 事 実 を 発 掘 し て い る と い っ た 本

論文は多 くの水準を抜くもので 、 高 く 評 価 で き る 。 と り わ け 、 日 韓 の ヤ

フーを取り上げて、両者の対比による戦略論の吟味する作業はこれまで

に例のないもので、その意味での競争力は高い o

他方で、理 論 的 整 備 と し て 、ポジショニング理論、 RBV、ダイナミッ

クケイパ ピ リ テ ィ の そ れ ぞ れ の理論は、現在の企業戦略を説明する際に

用いられているが、それぞれが明確に異なる立場をとっているとはいえ

ず、相互にオーバーラップした論理構造になっている o それを切り分け

るために具体例を用いて、それ ぞ れ の 論 理 の 有 効 性 を 確 認 す る と い う 試

みは理解できる。しかし、ヤフーコリアの失敗を資源制約で、ヤフージ

ャパンの成 功 を ダ イ ナ ミ ッ クケイパピリティで説明しようとしている

のは、安直であるように思われる o 経営戦略論は、事後的な説明の体系

として用いるだけであるならば、事例に合わせて資源、や能力の概念をず

らすことによって説明力を高めることが可能であるが、問題は、事態に

直 面したときにそれを理解するための概念枠組みの調達である。現在の

経営戦略論がその要請に応えているとは言い難い。事後約な説明にとど

まっている理論状況の中で戦絡の枠組みを設定することは容易ではな

いが、提示されている事例を事後的に説明することは可能であっても、

その戦略 モデルが意識的に採用されていたとする根拠は希薄である o

また、資源依存モデルにお いて、資源の定義が閤難で、事前に資源と

して意思決定者が意識しているか否かを確認することは困難であり、説

明のための説明に陥っている という批判が可能である。それに対しては

、当事者か ら の 開 き 取 り を かなりの程度行っているものの、経営トップ

の意思決 定 者 、 特 に 、 米 ヤ ブ 一本社の意思決定者がどのように考えてい

たかを確認することは困難である。もちろん、十分な開き取りが可能
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であっても リアルタイムの開き 取 り で は な い た め に 、 戦 略 的 意 思 決 定

そ の も のの過程を確認することにはならない o戦略研究が本来持ってい

る この ような性格を克服するには 至 っ て い な い と い え る 白

しかしながら、先端企業の事例を、時間をかけて丁寧に材料を集め、

分析して い っ た こ と に つ い て は評価してよい o また 、 今 後 の 展 望 と し て

、制度的問題を含んでいるインターネットテレピの導入に伴う先端的問

題への展望を示していることは今後の持続した関心の方向を示すもの

であるといえる o 学術 論 文 と しての構成力や理論展開の力量については

まだ未 熟 で あ り 、 訓 練 を 必 要とするものの、今後に十分な期待を持た

せる努力量であると認められる o

以 上 のような評価に基づき、本論文を博士(経済学)の学位論文とし

て価値あるものと認める。

なお、平成 20年 2月 9日論文内容と、それに関連した試問を行い、合格

と認めた。


